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東京都港区西新橋二丁目１５番１２号

日立キャピタルオートリース株式会社

代表取締役社長　　　鈴木　健二

１．貸借対照表（平成１８年３月３１日 現在） （単位 千円：未満切捨て）
勘    定    科    目        金                 額 勘    定    科    目        金                 額
【  資  産  の  部  】 【  負  債  の  部  】
流   動   資   産 ４２，１０６，８６５ 流   動   負   債 ８８，５９４，６６２
   現金及び預金 １，２７１，１４０    支  払  手  形 －
   受  取  手  形 －    買    掛    金 ３，７７５，０３６
   売    掛    金 ３３，２５２，４１５    短 期 借 入 金 ４３，８００，０００
   未 収 リ ー ス ２，６７６，２７９ 　 短期債権譲渡債務 １３，２６５，８００
   前  払  費  用 ３，５９９，２６９ 　　　１年以内返済予定長期借入金 ２００，０００
   未  収  入  金 ４８８，５４６    未    払    金 １７，９９８，９１６
   繰延税金資産 １，８０４，９５７    未払法人税等 １２２，９６４
   その他流動資産 ６６，２５５    未  払  費  用 ３，１１９，８９３
   貸 倒 引 当 金 △１，０５２，０００    前    受    金 ３，８８９，２０５

   預     り    金 ２０６，０２８
固   定   資   産 １０５，５３５，９１６    ローン保証引当金 ２，１４２，０００

　 その他流動負債 ７４，８１７
  有形固定資産 ９８，６４９，３９０ 固   定   負   債 ５０，０５３，３７２
    貸  与  資  産 ９８，６２３，０１０    長期借入金 ３０，３００，０００
    建            物 ２０，８９３    長期債権譲渡債務 １８，９７０，９９０
    車 輌 運 搬 具 ６１４    退職給付引当金 ４２７，８１８
    器  具  備  品 ４，８７１ 　 役員退職慰労引当金 ４７，１４２

   受 入 保 証 金 ２０１，１３５
  無形固定資産 ９４，８７１ 　 繰延税金負債 １０６，２８６
    ソフトウェア ９４，８７１ 負   債   合   計 １３８，６４８，０３４
    電 話 加 入 権 ０ 【  資  本  の  部   】

資     本     金 ３００，０００
  投資その他の資産 ６，７９１，６５４ 資　本　剰　余　金 ５，３４５，１１６
    投資有価証券 １２７，６５０ 　資 本 準 備 金 ５，３４５，１１６
    出   資   金 １０ 利　益　剰　余　金 ３，３３９，１６５
    長期貸付金 ７，５９９ 　利 益 準 備 金 ２５，０００
    長期前払費用 ５，７０５，２０２   任 意 積 立 金 ２，３２０，０００
    車輌リサイクル預託金 ４９３，５４０ 　　別 途 積 立 金 ２，３２０，０００
    差入敷金保証金 １４９，４７１ 　当 期 未 処 分 利 益 ９９４，１６５
    繰延税金資産 － 株式等評価差額金 １０，４６４
    そ　の　他 ３０８，１７９ 自　己　株　式 －

資   本   合   計 ８，９９４，７４７
資   産   合   計 １４７，６４２，７８１ 負債 ・資本合計 １４７，６４２，７８１

（注） １．有形固定資産の減価償却累計額 ６６，３９８，０１０　千円
      　　　なお、貸与資産の取得価額から国庫補助金による圧縮記帳額　８０，１８０千円を控除
　　　　　　しております。
        ２．親会社に対する短期金銭債権 １００，６６４　千円
        ３．親会社に対する短期金銭債務 ３１，５６９，６２６　千円
        ４．保証債務 ２５９，９７８，７２９　千円
        ５．商法施行規則第１２４条第３号に規定する時価を付したことにより増加した貸借対照表上の
        　　純資産額は１０，４６４千円であります。
　　　　６．車輌リサイクル預託金は、前期の「預託金」より名称変更しており、回収不能見込額２３，２２０
　　　　　 千円を同預託金より直接控除しております。



２．損益計算書（自 平成１７年４月１日  至 平成１８年３月３１日） （単位 千円：未満切捨て）
勘     定     科     目

（ 経  常  損  益  の  部 ）
    営  業  損  益  の  部
       売        上       高
       　　リ ー ス 売 上 高 ４１，２６３，３９８
       　　ロ ー ン 売 上 高 ６，４４３，０１５
       　  そ の 他 売 上 高 ４，５９５，９３６ ５２，３０２，３５０
       売    上    原    価
       　　リ ー ス 売 上 原 価 ３６，８３７，９７５
       　　ロ ー ン 売 上 原 価 １，２２１，４９０
       　　そ の 他 売 上 原 価 ３，１１３，６２６
       　　資　金　原　価 ６０６，７０５ ４１，７７９，７９７
       売  上  総  利  益 １０，５２２，５５２
       販売費及び一般管理費 ９，１５８，３８４
    営     業     利     益 １，３６４，１６７
    営 業 外 損 益 の 部
       営  業  外  収  益
          受取利息・配当金 ７６８
          雑      収      益 ８，７２９ ９，４９７
       営  業  外  費  用
　　　　　支 　払 　利　 息 ７，８５０
          雑      損      失 １８４ ８，０３５
    経     常     利     益 １，３６５，６２９
（ 特  別  損  益  の  部 ）
       特    別    利    益
　　　　　ローン早期完済費用戻入益 ９１４，６００ ９１４，６００
       特    別    損    失
　　　 　 割賦未払金繰上償還差損 ３１０，０６９ ３１０，０６９
    税 引 前 当 期 純 利 益 １，９７０，１６０
    法人税、住民税及び事業税 △１，４５５，４３３
    法 人 税 等 調 整 額 ２，６０７，９９９
    当     期    純   利     益 ８１７，５９５
    前  期  繰  越  利  益 ２７０，９５０
    中  間  配  当  額 ９４，３８０
    当 期 未 処 分 利 益 ９９４，１６５

（注）　１．親会社に対する売上高 ９１３，３０９ 千円
　　　　２．親会社からの仕入高 ４８，８０１ 千円
　　　　３．親会社とのその他の営業取引高 １，１３４，７６９ 千円
　　　　４．親会社との営業取引以外の取引高 ４２２ 千円
　　　　５．１株当たり当期純利益 １３５，７６５円９０ 銭
　　　　６．ローン早期完済費用戻入益（特別利益）は、早期完済費用等に備えるため、その見積額を
　　　　　　計上しておりますが、当期において事業承継後の実績率による精算を実施したことによる
　　　　　　精算益であります。
　　　　７．割賦未払金繰上償還差損（特別損失）は、平成１８年３月３１日をもって、貸与資産の割賦
　　　　　　購入による未払残高　１９，４４３，０５２千円を期限前返済しており、これに係る早期完済
　　　　　　手数料であります。
　　　　８．法人税、住民税及び事業税には、過年度に係る法人税、住民税及び事業税△１，２３３，２９３
　　　　　　千円が含まれております。

金                                   額



【重要な会計方針】

        １．有価証券の評価基準及び評価方法

             　その他の有価証券

             　　時価のあるもの・・・決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法）

             　　　　　　　　　　　　　　によっております。

             　　時価のないもの・・・移動平均法による原価法によっております。

        ２．有形固定資産の減価償却の方法は、貸与資産についてはリース期間を耐用年数とする定額法、

             その他の有形固定資産は定率法によっております。

             なお、貸与資産の処分損失に備えるため減価償却費を追加計上しており、当期末残高は

             ２億２千８百万円であります。

        ３．無形固定資産の減価償却の方法は、定額法によっております。なお、ソフトウェアについては、

    　　　  社内における見込利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。

        ４．貸倒引当金は、営業債権を個々の回収実績に応じて、正常先債権、要注意先債権、破綻懸念先

             債権、実質破綻先債権、破綻先債権の５区分に分類し、それぞれ次のとおり回収不能見込額を

             計上しております。

             　正常先債権・・・過去の貸倒実績率を適用して算出した回収不能見込額に、回収期間等事業

　　　　　　　　　　　　　　 　 　特性を考慮した額を計上しております。

             　要注意先債権・・・各債権の状況に応じてその１０％～５０％を計上しております。

             　破綻懸念先債権・・・その全額を計上しております。

             　実質破綻先債権および破綻先債権・・・その全額を貸倒損失として費用処理しておりますので、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 貸倒引当金としての計上はありません。

        ５．ローン保証引当金は、ローン保証債務に対し貸倒引当金と同等の基準で回収不能見込額を計上

             しております。

        ６．退職給付引当金は、従業員の退職金支給に備えるため、当該事業年度末における退職給付債務

             及び年金資産の見込額に基づき、当期末において発生していると認められる額を計上しております。

      　７．役員の退職慰労引当金については、内規に基づきその全額を計上しております。

　　　　　　なお、当該引当金は商法施行規則第４３条に規定する引当金であります。

　　 　 ８．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、

　　　　  　通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

　　 　 ９．消費税等の会計処理は税抜方式によっております。

　 　 １０．収益及び費用の計上基準は、リースは期間経過基準、提携ローン販売は販売基準によっております。

【会計方針の変更】

　　（固定資産の減損に係る会計基準）

　　　　当会計年度より、固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する

　　　　意見書」（企業会計審議会　平成１４年８月９日））および「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」

　　　　（企業会計基準適用指針第６号　平成１５年１０月３１日）を適用しております。

　　　　これによる損益に与える影響はありません。

【追加情報】

　　（自動車ファイナンス事業の営業譲渡）

　　　　日立キャピタルグループ営業ネットワーク強化を図るため、当社および当社の親会社である日立

　　　　キャピタル株式会社間で事業再編を実施することとなり、平成１８年３月１日を期日としてオート

　　　　ローン事業を営業譲渡し、また、平成１８年４月１日を期日として資産、負債および保証債務を

　　　　譲渡しております。

　　　　なお、平成１８年３月末日現在の資産、負債および保証債務の金額は、以下の通りであります。

　　　　　　資産合計　　  ３２，７５１百万円

　　　　　　負債合計　　　　６，１９７百万円

　　　　　　保証債務　　２５９，９７８百万円


